
第３回　　報告　２　　　

　責務のマトリックス 　下表凡例(○・●)　　

　　　　　　　誰　に
　　　　　　　(作用)

　　誰　が
　　(主体)

○第３条第１号
自転車の安全利用及び利用促進に
関する教育、啓発及び指導を行うも
のとする。

○第３条第１号
自転車の安全利用及び利用
促進に関する教育、啓発及び
指導を行うものとする。

○第３条第２号
自転車の安全利用に関する活
動の支援を行うものとする。

【小売業者】
○第３条第２号
自転車の安全利用に関
する活動の支援を行う
ものとする。

○第３条第２号
自転車の安全利用に関す
る活動の支援を行うものと
する。

○第３条第３号
自転車利用環境の向上に係
る施策推進を行うものとす
る。

○第３条第４号
自転車に関する情報の収集
及び発信並びに交流を行うも
のとする。

○第３条第４号
自転車に関する情報の収集及び発
信並びに交流を行うものとする。

○第３条第４号
自転車に関する情報の収集及
び発信並びに交流を行うもの
とする。（交通事故情報）

○第３条第４号
自転車に関する情報の
収集及び発信並びに交
流を行うものとする。（法
改正、交通事故情報）

○第３条第４号
自転車に関する情
報の収集及び発
信並びに交流を行
うものとする。

○第３条第４号
自転車に関する
情報の収集及び
発信並びに交流
を行うものとす
る。(交通事故情報）

○第３条第４号
自転車に関する情報の
収集及び発信並びに交
流を行うものとする。（啓
発冊子、DVD等）

○第３条第４号
自転車に関する情報の収
集及び発信並びに交流を
行うものとする。（啓発冊子、
DVD等）

○第３条第５号
その他、目的達成に必要な
施策推進を行うものとする。

●第13条第１項(自転車の点検整備
等の促進)
自転車の点検整備不足による事故を
未然に防ぐため、自転車利用者及び
自転車小売業者等による点検整備を
促進するものとする。

●第13条第２項(自転車の点検整備
等の促進)
自転車利用者に対し、自転車事故の
深刻さの周知を図るとともに、自転車
損害賠償保険等に加入するよう啓発
を行うものとする。

●第14条第１項(人材の養成
等)
自転車の安全利用や利用促
進等、共に自転車のまちづく
りを推進していく人材を養成
するものとする。

●第14条第2項(人材の養成等)
自転車のまちづくりに関し、自主的に
活動する市民団体等に対し、研修機
会や情報の提供その他の必要な施
策を推進するものとする。

●第14条第2項(人材の養成
等)
自転車のまちづくりに関し、自
主的に活動する市民団体等に
対し、研修機会や情報の提供
その他の必要な施策を推進す
るものとする。

●第14条第2項(人材の
養成等)
自転車のまちづくりに関
し、自主的に活動する
市民団体等に対し、研
修機会や情報の提供そ
の他の必要な施策を推
進するものとする。

●第15条第２項(自転車
利用推進委員)
同条第１項の規定によ
り設置された自転車利
用推進委員の活動が円
滑に行えるよう支援を行
わなければならない。

●第15条第２項(自転車利
用推進委員)
同条第１項の規定により
設置された自転車利用推
進委員の活動が円滑に行
えるよう支援を行わなけれ
ばならない。

●第16条前段(指導又は取締り強化
の要請)
自転車事故を未然に防止するため、
他人に危害を及ぼし、若しくは迷惑を
かけるような運転をする自転車利用
者に対し必要な指導を行うことができ
る。

●第16条後段(指導又
は取締り強化の要請)
重点的に取組むべき
地域を定め、警察に
対して取締り強化の
要請をすることができ
る。

●第17条(自転車のまちづく
りに向けた仕組みづくり)
自転車のまちづくりに向け
て、市民の関心を喚起し、理
解を深めるために、あらゆる
機会を通じて広報啓発活動
を行うとともに、市民、事業者
及び行政が協働して取組む
ための仕組みづくりを行うも
のとする。

●第17条(自転車のまちづくり
に向けた仕組みづくり)
自転車のまちづくりに向けて、
市民の関心を喚起し、理解を
深めるために、あらゆる機会
を通じて広報啓発活動を行う
とともに、市民、事業者及び行
政が協働して取組むための仕
組みづくりを行うものとする。

●第17条(自転車のまちづ
くりに向けた仕組みづくり)
自転車のまちづくりに向け
て、市民の関心を喚起し、
理解を深めるために、あら
ゆる機会を通じて広報啓
発活動を行うとともに、市
民、事業者及び行政が協
働して取組むための仕組
みづくりを行うものとする。

警察教育委員会 学校長
事業者等
(従業員）

(自転車利用推進委員)
市

自転車利用者
（購入者を含む）

市民（地域）
自転車製造業者・自転

車小売業者
保護者

●第12条第１項・第２項(計画
の推進)
自転車を利用しやすいまちづ
くりを進めるために策定した
自転車利用環境計画を推進
するものとする。社会情勢の
変化などに応じて、堺市自転
車利用環境計画を見直し、ま
た、新たに基本計画を策定す
ることができる。

　○：見出しに責務と掲げた条文に含まれるもの
　●：責務以外の単独の見出しの条文に含まれるもの

市

幼児 児童・生徒 高齢者
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警察教育委員会 学校長
事業者等
(従業員）

(自転車利用推進委員)
市

自転車利用者
（購入者を含む）

市民（地域）
自転車製造業者・自転

車小売業者
保護者

　○：見出しに責務と掲げた条文に含まれるもの
　●：責務以外の単独の見出しの条文に含まれるもの

幼児 児童・生徒 高齢者

○第４条第１項
道路交通法その他法令を遵守すると
ともに、自転車の安全利用に努めな
ければならない。

○第４条第２項
幼児、児童及び高齢の歩行者、身体
に障害がある歩行者その他の歩行者
でその通行に支障のあるものが通行
しているときは、その安全の確保に十
分に配慮して走行しなければならな
い。

○第４条第３項
横断歩道を通行する場合は、歩行者
の通行を妨げるおそれのない場合を
除き、自転車を押して通行するよう努
めなければならない。

○第４条第４項
防犯性能の高い錠前の取付け及び
施錠の徹底並びにひったくり防止カ
バーの活用など犯罪被害の防止に努
めなければならない。

○第４条第５項
その利用する自転車を日常的に点検
するとともに、定期的に自転車小売
業者等による点検をし、必要に応じて
整備するよう努めなければならない。

○第４条第６項
自転車損害賠償保険等に加入するよ
う努めなければならない。

○第４条第７項
不慮の事故に備えるため、乗車用ヘ
ルメットの着用に努めなければならな
い。

市民等

●第11条(市の施策への協
力)
自転車の安全利用に関する
市の施策に協力するよう努
めなければならない。

○第５条
自転車の安全利用に関する理
解を深め、交通事故の防止に
努めるとともに、家庭及び地域
社会において自主的に安全な
利用の促進に寄与するよう努
めなければならない。

【製造・小売業者】
○第６条第２項
盗難の防止に配慮した錠前や、ひっ
たくり等の犯罪に遭うことを防止する
ための用具の普及に努めなければな
らない。

【製造・小売業者】
○第６条第４項
道路において使用する
自転車を販売するとき
は、灯火及び車両の両
側面並びに後部に反射
板を設置するよう努めな
ければならない。

保護者等
（高齢者を扶養
 する者を含む）

●第11条(市の施策への協
力)
自転車の安全利用に関する
市の施策に協力するよう努
めなければならない。

○第７条第２項
その児童又は生徒
が利用する自転車
を定期的に点検
し、必要に応じ整
備するよう努める
とともに、自転車損
害賠償保険等に加
入するよう努めな
ければならない。

○第７条第１項
その児童又は生徒に対
し、重大な事故等を予
防するために、自転車
の取り扱いの説明な
ど、安全利用に関する
教育及び指導を行うよ
う努めなければならな
い。

○第７条第３項
高齢者を扶養す
る者は、当該高齢
者に対し、乗車用
ヘルメットの着用
その他自転車の
安全利用に関す
る助言に努めな
ければならない。

【製造・小売業者】
●第11条(市の施策への協
力)
自転車の安全利用に関する
市の施策に協力するよう努
めなければならない。

【小売業者】
○第６条第１項
自転車の購入者に対し、自転車の安
全利用について周知を図るとともに、
自転車損害賠償保険等に関する情
報の提供に努めなければならない。

【製造・小売業者】
○第６条第３項
第14条第２項で規定す
る本市が実施する自転
車の安全利用に関する
研修を受講するよう努
めなければならない。

自転車利用者

自転車製造業者及び
自転車小売業者
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　　　　　　　誰　に
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警察教育委員会 学校長
事業者等
(従業員）

(自転車利用推進委員)
市

自転車利用者
（購入者を含む）

市民（地域）
自転車製造業者・自転

車小売業者
保護者

　○：見出しに責務と掲げた条文に含まれるもの
　●：責務以外の単独の見出しの条文に含まれるもの

幼児 児童・生徒 高齢者

教育委員会

○第８条
市と協働して、児童及び生徒
の自転車の安全利用に関す
る必要な方針を定めるものと
する。

○第８条
市と協働して、児童及
び生徒の自転車の安全
利用に関する必要な方
針を定めるものとする。

学校長(小・中・高）

○第９条第１項
自転車の適正な使用方
法と発達段階に応じた
自転車に関する交通安
全教育を行わなければ
ならない。

学校長(中・高）

○第９条第２項
生徒の自転車通学を認
めるにあたっては、当
該生徒に対し、前項の
規定による教育その他
の自転車の安全利用を
確保する措置を講じな
ければならない。

学校長(大・専修学校）

○第９条第３項
自転車の安全利用に関
する教育、啓発及び指
導を行うよう努めなけれ
ばならない。

その他
（教育・育成に関わる者)

○第９条第４項
自転車の安全利用に関
する教育、啓発及び指
導を行うよう努めなけれ
ばならない。

○第10条第１項
従業員に対し、自転車の
安全利用に関する教育を
行うとともに、適正な管理
が行われるよう指導しなけ
ればならない。

○第10条第２項
事業活動に使用する自転
車を定期的に点検し、必
要に応じ整備するよう努
めるとともに、自転車損害
賠償保険等に加入するよ
う努めなければならない。

●第15条第1項(自転車利
用推進委員)
自転車の安全利用及び利
用促進を図るため、自転
車利用推進委員の設置に
努めなければならない。

●第15条第３項(自転車利
用推進委員)
自転車利用推進委員は、
事業所内の従業員等に自
転車の安全利用に関して
指導を行うものとする。

●第15条第４項(自転車利
用推進委員)
自転車利用推進委員は、
事業所内の自転車通勤及
び自転車利用の促進を図
るよう努めなければならな
い。

事業者等
（レンタル事業者）

●第11条(市の施策への協
力)
自転車の安全利用に関する
市の施策に協力するよう努
めなければならない。

○第10条第３項
自転車を貸し出すときに、自転車の
安全利用及び適正な管理について啓
発しなければならない。

●第11条(市の施策への協
力)
自転車の安全利用に関する
市の施策に協力するよう努
めなければならない。

事業者等

●第11条(市の施策への協
力)
自転車の安全利用に関する
市の施策に協力するよう努
めなければならない。

3


